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 1 
平成 28 年 12 月 21 日 2 

第６次横浜市住宅政策審議会 答申素案 3 
 4 
諮問事項 5 

活力と魅力あふれ安全で持続可能なまちの実現に向けた、今後の住宅政策の展開について 6 
 7 
第１章 住生活の現状と課題 8 
 9 
１ 多様な居住ニーズへの対応 10 

 11 
横浜市の人口は、2019 年（平成 31 年）におよそ 373 万人となりピークを迎えると予測さ12 

れています。ピークを迎えた後も、高齢者人口は増加し続け、2015 年（平成 27 年）の約 8513 
万人から、2025（平成 37）年には、約 100 万人に増加すると見込まれています。 14 

高齢者の居住意向を見ると、自宅で暮らし続けたい高齢者が約 60％を占める一方で、約15 
30％の高齢者は、高齢者向け住宅やサービス付高齢者向け住宅、介護施設への転居を希望し16 
ています。 17 

子育て世帯では、子育てにおいて重要な要素として、住宅の広さが最も多くを占めていま18 
す。しかし、実際には、子育て世帯（非持家）の 70%以上が、70 ㎡未満の住宅に居住してい19 
る一方で、高齢者夫婦世帯の約 44％は 100 ㎡以上の住宅に居住しており、住宅規模のミス20 
マッチが生じています。 21 

また、半数以上の市民が、高齢者になった時の住まいへの不安を抱いています。うち 21.4%22 
は、「いざというとき支援してくれる人が近くにいない」ことを不安として挙げています。23 
また、子育て世帯の 53.0％は、子育ての支えとして祖父母の存在を挙げていますが、16.2%24 
は、祖父母や近隣住民などいずれの支えもないと答えています。 25 

さらに、「横浜市子どもの貧困対策に関する計画（平成 29 年３月）」を策定するにあたり26 
実施した市民アンケートによると、本市において貧困線を下回る水準で生活する子どもの割27 
合は 7.7%となっており、中でも、ひとり親世帯の貧困率は 45.6%とおよそ半分が国の貧困線28 
を下回る水準で生活している状況にあると推計されました。 29 

このように、多様化する居住ニーズに対応するため、包括的な住宅施策が求められます。 30 
 31 
２ 重層的な住宅セーフティネットの構築 32 

 33 
民間賃貸住宅オーナーによる、高齢者のみの世帯の入居拒否理由として、「家賃の支払い34 

に対する不安」、「居室内での死亡事故等に対する不安」、「他の入居者・近隣住民との協調性35 
に対する不安」が挙げられており、居住開始後の状況への不安が大きくなっています。 36 

また、年収 300 万円未満で、公営住宅に居住する世帯の約２割が住居費負担率 30％超と37 
なっています。一方、年収 300 万円未満で民間賃貸住宅に居住する世帯では、約８割の世帯38 
が住居費負担率 30％超となっています。なお、年収 300 万円未満世帯の約６割が単身世帯39 
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です。 1 
さらに、既存の公的賃貸住宅では、低所得の若年・中高年単身者は対象外となっており、2 

民間賃貸等の活用等による住宅確保に向けた支援が求められています。 3 
このように、民間住宅における入居の円滑化や低所得世帯における住居費負担の軽減、公4 

的賃貸住宅では対象となりにくい低所得の若年・中高年世帯への支援など、自力で住まいを5 
確保することが難しい方々が安心して暮らせる住環境の形成が求められています。 6 

 7 
３ マンション・団地の老朽化 8 

 9 
市内のマンションストック数は、2013（平成 25）年時点で約 38 万戸となっています。そ10 

のうち、築 35 年以上のマンションは、2013（平成 25）年時点で約 7.2 万戸ですが、10 年後11 
には２倍、30 年後に５倍になると推計されています。 12 

マンションに住む 65 歳以上の単身世帯数は、2008（平成 20）年時点で約 4.3 万世帯でし13 
たが、2013（平成 25）年には約 8.1 万世帯となり、５年間で２倍弱増加しています。マン14 
ションの居住者は、一戸建て住宅の居住者よりも、「隣近所との付き合いが比較的希薄であ15 
る」と感じる割合が高くなっています。 16 

マンション・団地では、適正な維持管理や修繕、改修や建替えの検討につき、住民同士の17 
合意が必要となりますが、大規模なマンションであるほど合意形成が困難になります。さら18 
に、高経年のマンションでは、居住者の高齢化によって管理組合役員のなり手不足が大きな19 
課題となっています。 20 

このように、維持管理や改修・建替えなどのハード面、管理組合の合意形成やコミュニテ21 
ィの活性化などのソフト面の両面から、マンションの特性に応じた総合的な支援が求められ22 
ています。 23 

 24 
４ 空家数の増加と周辺の住環境への影響 25 

 26 
2013（平成 25）年時点で内の空家総数は約 17 万８千戸であり、住宅総数の約１割を占め27 

ています。特に一戸建ての空家のうち、別荘、賃貸・売却用以外の「その他の住宅」は、200828 
（平成 20）年から 2013（平成 25）年の５年間で約 1.3 倍増加しており、今後も増加が見込29 
まれます。 30 

管理不全状態の空家は、倒壊の危険があるほか、防犯面や、衛生問題、景観といった面に31 
おいても、周辺の住環境に悪影響を及ぼすおそれがあります。 32 

平成 27 年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が完全施行されましたが、横33 
浜市は、幅広い分野から選出された委員で構成された、空家等対策協議会での協議を踏まえ、34 
「横浜市空家等対策計画」を策定しました。計画では、空家対策を総合的かつ計画的に実施35 
するために、行政だけでなく、地域住民や大学、不動産・法務・建築・まちづくりＮＰＯ等36 
の専門家団体、民間事業者などが連携協働して取り組むとしています。これら多様な主体と37 
連携しながら、住まいが空家になる前の利用中の状況から除却後の跡地利用まで、各段階の38 
状況に応じた対策を講じることによって、引き続き、総合的な空家対策を推進していくこと39 
が期待されています。 40 
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 1 
５ 環境にやさしい良質な住宅ストックの形成 2 

 3 
横浜市の二酸化炭素排出量の構成のうち、家庭部門の占める割合が全国と比較して大きく、4 

2014（平成 26）年度では 21.8％となっています。 5 
リフォームの動機は「住宅の傷みや汚れの補修」である場合が最も多く、住宅の環境性能6 

向上への投資は未だ少ない状況です。 7 
国の政策目標では、2020 年（平成 32 年）までに標準的な新築住宅で、2030 年（平成 428 

年）までに新築住宅の平均でＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現を目指す9 
としています。 10 

このように、低炭素社会の実現に向けて、新築住宅や既存住宅における省エネルギー化の11 
促進など、住宅分野の温暖化対策を進めていくことが重要です。 12 

 13 
６ リフォーム・既存住宅流通等の住宅ストック活用型市場への転換 14 

 15 
中古住宅の取得戸数は、2003(平成 15)年は約 17 万戸でしたが、2013（平成 25）年には16 

22 万戸となり、10 年間で約 1.4 倍になっています。中古住宅購入の際の建物検査（ホーム17 
インスペクション）の実施率（全国）は 2015（平成 27）年時点で 44.6％にとどまっていま18 
す。人口減少社会への対応や環境への配慮が求められている中で、既存住宅ストックの流通19 
及び活用が重要となっています。 20 

また、省エネルギー住宅、ＨＥＭＳ等の省エネルギー関連設備、見守りサービス、包括的21 
な住宅相談など、住生活関連産業において市内企業が活躍し、居住者の利便性の向上ととも22 
に市内経済の成長が期待されています。 23 

 24 
７ 災害に強く、安心安全な住宅地・住環境の形成 25 

 26 
本市の防災計画では、元禄型関東地震を想定地震とした場合、広い範囲で震度６以上の強27 

い揺れになり、特に沿岸の一部では震度７となることが想定されています。旧耐震建築基準28 
の住宅のうち、耐震性のない住宅数は、2016（平成 28）年末時点で約 18 万戸と、市内住宅29 
総数の約１割を占めています。災害発生時の被害軽減のため、耐震化への支援が引き続き求30 
められています。 31 

地震火災は、特定の地域に集中することが想定されており、特に重点化が必要な地域を「不32 
燃化推進地域」に指定しています。火災に強い都市空間の形成のため、住民の防災力の向上33 
を図るほか、建築物の不燃化の推進や狭あい道路の拡幅等の対策が引き続き求められていま34 
す。 35 

また、災害が発生した際に、早急な住宅の復旧・復興に取り掛かれるよう、あらかじめ十36 
分な準備が求められます。応急仮設住宅の建設候補地のデータベースや供給マニュアル等の37 
整備や、復旧・復興に向けた住宅の再建支援等につき、県とも連携して事前の準備を進める38 
必要があります。 39 

 40 
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 1 
８ 持続可能な住宅地・住環境の形成 2 

 3 
横浜市は、都心部やその周辺の古くからある旧市街地、その後開発された内陸部の市街地4 

など、市街地形成の歴史や経緯が異なる地域からなっています。市内全体では、少子高齢化、5 
世帯の小規模化、単身世帯の増加が見込まれていますが、地域ごとには、人口が増加してい6 
る地域がある一方で人口減少が進行する地域があるなど、地域での課題は多様化・複雑化し7 
ています。 8 

このような状況の中、住み慣れた身近な地域に暮らし続けられるために地域特性に応じた9 
施策を展開し、持続可能な住宅地・住環境の形成が期待されています。 10 

  11 
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第２章 住宅政策の取組の方向性 1 
 2 
１ 誰もが安心して暮らせる住まい・住まい方 3 
 4 

若年世帯から子育て世帯や高齢者世帯まで、居住ニーズやライフステージの変化に合わせ5 
て、適切な住宅を選択することができる環境整備が求められています。 6 

子育てにやさしい住宅や高齢者に配慮された住宅、ルームシェア等の住まい方など、多様7 
な住まい方やくらし方ができる住宅の供給が期待されています。 8 

また、各世帯が必要とする質や広さの住まいに、収入や家族構成などの世帯の状況に応じ9 
て居住し、誰もが安心して暮らし続けることができる住環境の実現が望まれています。 10 

 11 
（１）若年世帯や子育て世帯が地域の中で安心して暮らせる住環境 12 
 13 
  ①多様な居住ニーズに応じた住まいの確保 14 

市営住宅では、子育てしやすい環境の住宅を子育て世帯専用に提供することや、入居者15 
募集時の選考倍率の優遇等の実施など、住宅に困窮する子育て世帯への入居支援が求めら16 
れます。 17 

公的賃貸住宅では、低所得の子育て世帯やファミリー世帯を対象とした家賃補助付きの18 
良質な住宅の供給による入居支援の促進が期待されます。 19 

民間住宅では、ゆとりある住宅の広さや遮音性、バリアフリー等の住宅性能を満たし、20 
保育所などの子育て支援施設を併設した民間マンションなど、子育てにやさしい住まいの21 
普及が期待されます。  22 

また、新たな住まい、住まい方を促進するため、若者等が一つの住宅に共同で居住する23 
シェアハウスや低廉な家賃で自分好みの改修ができるＤＩＹ型賃貸住宅など多様な住宅24 
ニーズに対応した住宅供給が望まれます。  25 

 26 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○閑静な環境を求める高齢者には住宅専用のマンションに入ってもらい、子育て世代の人

には、「お互い様マンション」という発想で敢えて事務所と混住するマンションに住ん

でもらうのはどうか。管理費が安い事や、30 年ほどたったら建替えることを前面に打

ち出し、ある程度互いに騒音などの迷惑をかけることは織り込んだ形のマンションをつ

くることで、空家を埋めていくことも必要なのではないか。  
○区によっては、新規マンションの建設などが行われる際、こども家庭支援課との連携に

より、保育園の導入に繋げる動きが活発である。  
○マンションから転出したものの、施設数の不足によりグループホームに入居できない高

齢者の選択肢としてシェアハウスへの入居がある。住居の質は下がるかもしれないが、

一人で暮らす場所と共同の設備を有し、人と交わらずにすむ、というニーズを満たすシ

ェアハウスがあれば、安価かつ適度にコンパクトな住居に住めて良いという面もある。 
 27 
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  ②安心して暮らせる住環境の形成 1 
大規模マンションの開発によって、一時的かつ局所的に発生する保育需要や周辺の保育2 

ニーズへ対応するため、開発事業者の協力による大規模マンションの建設に合わせた保育3 
施設等の整備が望まれます。 4 

子育て支援施設、地域交流施設及び生活利便施設など生活支援施設等を導入し地域の利5 
便向上に寄与する建築計画について、総合的な地域貢献を図ることを条件に良好な市街地6 
環境の形成を誘導する制度の活用による、地域特性に応じた機能誘導が期待されます。な7 
お、施設導入の際には、地域のニーズ把握や関係部局等との協議・連携により、あらかじ8 
め地域に必要な施設についての整理を行うなど、政策的な機能誘導が望まれます。 9 

家族構成の変化や身体状況などに合わせ、住替えを希望する高齢者が所有する広い住宅10 
を子育て世帯に安い家賃で賃貸し、引き換えに高齢者向け優良賃貸住宅へ優先的に入居で11 
きる、高齢者住替えの促進が望まれます。  12 

ＮＰＯ法人・民間企業・建築関連の専門家など、住宅関係の団体等が設置する既存の相13 
談窓口などと連携した、身近な場所での相談体制の充実が期待されます。また、家庭生活14 
相談や育児支援等の関連施策との連携により、暮らしの負担軽減が望まれます。 15 

 16 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○市内での定住意向のある市民の割合を考えるにあたっては、「定住は善」という考え方

を見直す視点も必要である。住民が定住し続ける住宅地ほど、既存のストックと居住者

のニーズが乖離していき、逆に、住宅地環境に合った人々が頻繁に住みかわるほど、居

住ニーズと住宅環境のミスマッチが起きにくくなり、投資に見合ったストックの形成に

もつながる状況がある。 

○今後、施設を導入する際には、事前に地元の知恵者（各方面のステークホルダーとパイ

プがある法人）とよく話し合って、導入が必要な施設などを調整することが必要ではな

いか。 

○郊外に子育て世帯を誘導するためには、保育園等のソーシャル的なケアも併せて整備す

ることが必要である。都心部の待機児童の解消に追われるだけでなく、政策的に子育て

世帯を郊外部に誘導することについても関係部局と協議することで、後手の政策になる

ことを避けられるのではないか。 

○区によっては、新規マンションの建設などが行われる際、こども家庭支援課との連携に

より、保育園の導入に繋げる動きが活発である。 

○郊外に子育て世代を誘致したいのであれば、保育所の設置を含めた仕組みづくりを関係

各局であらかじめ調整しておくことが必要である。また、子育て応援マンション保育室

といった様々な施策につき、コミュニティバランスとの折り合いの付け方をきめ細かに

調整していくことが重要である。 

○子育て支援施設の立地誘導について、利便性の良い地域ではディベロッパーが積極的に

開発をする一方で、利便性の良くない郊外地域では、保育園にも空きが出てくる状況が

間もなく訪れると思われる。全市的な視点だけでなく、地域の特性を踏まえて考える時

期に来ている。 
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○駅周辺の保育施設が満杯なのに対し、交通の便の悪いところに立地する保育施設には空

きが出ている状況も既にある。そこに子供を預けて出勤することができるよう、直通の

バスが朝夕１回ずつ出るようにするなどの工夫をしていただけると良い。 

○保育所や福祉施設等、市にとってどうしても必要な施設を受入れた区については税収の

配分を増やし、受け入れを拒否した区については税収の配分を減らすくらいの対応が必

要ではないか。それくらいのことをしないと、必要な施設が作れない状況である。  
 1 
（２）高齢者が安心して暮らせる住まい・住まい方 2 
 3 
  ①住み慣れた地域に住み続けられる住まいの確保 4 

市営住宅では、緊急通報システムや生活援助員の派遣などの機能を備えた、高齢者世帯5 
を対象とする専用住宅の提供や、入居者募集時の選考倍率の優遇による入居支援が求めら6 
れます。あわせて、住宅のバリアフリー化や自治会町内会・地域ケアプラザ等と連携した7 
大規模団地での見守りの実施による入居後の居住支援が望まれます。 8 

公的賃貸住宅では、低所得の高齢者世帯を対象とした、バリアフリー仕様で緊急通報シ9 
ステムや安否確認サービスが提供される家賃補助付きの良質な住宅の供給による入居支10 
援の促進が求められます。 11 

ＵＲ都市機構が団地内での多世代居住を実現させるために実施する、医療・福祉・介護12 
サービスを提供する地域医療福祉拠点の形成への協力が望まれます。 13 

民間住宅では、生活相談や安否確認サービスが提供されるサービス付き高齢者向け住宅14 
について、国の補助制度等を活用した供給支援が求められます。また、横浜市のサービス15 
付き高齢者向け住宅は、他都市に比べて高所得者向けに供給されている傾向があるため、16 
中所得者向けの供給促進が期待されます。 17 

 18 
②安心して暮らせる住環境の形成 19 

高齢者支援施設、地域交流施設及び生活利便施設などの生活支援施設等を導入し、地域20 
の利便向上に寄与する建築計画について、総合的な地域貢献を図ることを条件に良好な市21 
街地環境の形成を誘導する制度の活用による、地域特性に応じた機能誘導が期待されます。 22 

なお、施設導入の際には、地域のニーズ把握や関係部局等との協議・連携により、あら23 
かじめ地域に必要な施設についての整理を行うなど、政策的な機能誘導が望まれます。 24 

家族構成の変化や身体状況などに合わせ、住替えを希望する高齢者が所有する広い住宅25 
を子育て世帯に安い家賃で賃貸し、替わりに高齢者向け優良賃貸住宅へ入居するような、26 
高齢者の住替えの促進が望まれます。  27 

自宅等を担保にして金融機関から老後の生活資金を借りることができるリバースモー28 
ゲージは、住み慣れた自宅を売却することなく住み続けることができ、金融資産の乏しい29 
高齢者世帯の居住の安定に資することから、その普及啓発が望まれます。  30 

また、住宅全体の断熱性の確保につながる既存住宅の省エネルギー改修の普及の促進に31 
向けた助成等の支援と情報発信等を行うことで、省エネルギーかつ健康な住まいの基本と32 
なる、室内温度差の少ない住宅の普及を進めることが求められます。  33 

居住者の高齢化が進むマンションについて、安全・円滑な移動をサポートするため、廊34 
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下や階段など共用部分の段差解消や手すりの設置などのバリアフリー化の促進が求めら1 
れます。  2 

ＮＰＯ法人・民間企業・建築関連の専門家など、住宅関係の団体等が設置する既存の相3 
談窓口などと連携した、身近な場所での相談体制の充実が期待されます。 4 

 5 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○既存の住宅地においては、狭あい道路の存在が、送迎の安全性を損ね保育所設置の妨げ

となる事例がある。また、坂の多い地域では高齢者は暮らしづらく、デマンドバスが求

められるなど地域交通の問題が生じている。住みやすい住宅地を整備する上で必要な施

設を設置するにしても、道路問題など地域の都市計画との連携が必要となる。 

○坂上の住宅や、エレベーターのないマンションの高層階においては、高齢者の住替え意

向が強く、利便性のよい中古住宅の需要がある。 

○高齢者の、住まい手としての一連の人生を考えると、施設入居のために住宅を離れる場

合を視野に入れて、住宅と福祉施設の連携の視点を持つことも必要である。 

○窓口を区役所に限定しない方が良い。例えば健康ポイントリーダーの設置店では、40 代

以上の人が集まってきて、地元の支援活動など色々な情報発信を行っている。そういっ

た場所と住宅支援等の活動が、地域においてうまくネットワークになっていけるのが良

いのではないか。 

○高齢者の住まいへの支援としては、在宅希望者を支援する視点と、賃貸からの転居で施

設に入居する方を支援する視点の両方が必要である。施設に入居した方については、そ

の人と他の住民や周辺住民が交わっていく環境をどのように作っていくのかが重要で

ある。 

○今後、施設を導入する際には、事前に地元の知恵者（各方面のステークホルダーとパイ

プがある法人）とよく話し合って、導入が必要な施設などを調整することが必要ではな

いか。 

○逆転の発想で、団地の住戸を適切に改修した上で、高齢者を集めて、地域の病院などと

タイアップしてコミュニティをつくるということも考えられるのではないか。団地によ

っては自然環境をうまく取り込んだところもある。近隣の公園等を訪れる若者等と、団

地に住む高齢者との交流イベントを形成するといった手法もあるのではないか。 

○住環境の維持も大事だが、一方で、より便利なところに日中でかけていくための手段も

必要である。特に高齢者は、自分で移動する手段がないので、デマンドバスの運行や、

民間の送迎業者への支援を市の方でしてもらえるとありがたい。  
 6 

（３）多世代が集まり安心して暮らせる住まい・住まい方 7 
 8 

介護が必要な高齢者や子育て中の世代など多世代が、地域の中で安心して住み続けられ9 
るよう、超高齢社会に強く求められる世代間や地域との「つながり」をつくり出す多世代10 
型の住宅の供給促進が求められます。その際、併せて整備する多世代・地域交流スペース11 
を有効に機能させていくことが大変重要になります。 12 

子育て世代と高齢者の多世代交流を図るため、子育て世帯や高齢者がそれぞれ安心して13 
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入居できる家賃補助付きの子育て世帯向け及び高齢者向けの住宅の合築の促進が望まれ1 
ます。 2 

これにより、子育て世帯と親世帯が、子育てや高齢期の生活などの面で互いに支え合い、3 
安心して生活することが期待できる、三世代近居・隣居の促進が期待されます。  4 

 5 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○十日市場のような大規模なプロジェクトにおいては、タウンマネージャーのようなもの

の制度設計が重要である。多世代交流型住宅においても、一つの建物の中に様々な機能

を導入すれば多世代が交流できるというのは間違いであるが、現状では、誰が交流を促

すのか、といった制度が抜けている。そうした部分は建築担当だけでは限界があり、建

物を作った後の、居住支援（福祉サイド）への引き継ぎや情報の共有が必要である。 

○多世代交流型住宅の促進策として、容積率の割り増しを検討することは、事業者のイン

センティブという点でとても良い。また、地元の金融機関に相談すると、行政の施策に

関連した融資制度をつくってくれる場合がある。うまくタイアップできればよいので

は。 

○入れ物としての多世代交流型住宅・施設をつくると同時に、それをいかに機能させてい

くかを考えていくことが非常に重要である。 

○横浜市の郊外住宅地では、80～90 歳代の親を 60 代の子が介護し、30 代の孫は外に出て

行って子育てをしているというような傾向がみられる。そういう中で、三世代同居・近

居施策をどのように進めていくのか。 

○郊外住宅地の再生について、近年都市マスや区の方でも議論が行われてきているが、ふ

わっとした結論になってしまうことが多い。 

三世代近居についても、単なる促進にとどまらず、地域の人たちとの関わりも含めた現

場レベルのケアも組み合わせて議論しないと、フォロー体制が作れない。こういったこ

とも含めて、複数の局で包括的な議論の場を持つことが必要ではないか。  
○ＵＲでは、三世代同居や近居などを積極的に進めている。他の地区でも要望があればぜ

ひかかわっていきたい。スマートウェルネスの拠点づくりについても、市内において進

行中である。来年度以降も多数の地区で相談させていただく予定である。  
 6 
  7 
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２ 住宅確保要配慮者の居住の安定 1 
 2 

民間賃貸住宅市場において、低所得者、高齢者、障害者、子育て世帯、被災者など、住宅3 
の確保に特に配慮を要する方々の増加及び多様化への対応が求められています。  4 

住宅セーフティネットの根幹である市営住宅をはじめとして、公的賃貸住宅及び民間賃貸5 
住宅を含めた重層的なセーフティネットの構築により、民間住宅市場において自力で住宅を6 
確保することが難しい方々が、安心して暮らせる住まいを確保し、住み続けられる住環境の7 
実現が期待されています。  8 

 9 
（１）住宅確保要配慮者の住まいの確保 10 

 11 
市営住宅では、子育て世帯、高齢者世帯の専用住宅の提供、入居者募集時の選考倍率の12 

優遇などによる、入居支援が求められます。あわせて、住宅のバリアフリー化や、自治会13 
町内会・地域ケアプラザ等と連携した大規模団地での見守りなどによる、入居後の居住支14 
援も望まれます。また、第５次横浜市住宅政策審議会の答申を踏まえ、現在の供給量を維15 
持しながら、供給方式別（直接建設型、借上型）に適切なストックマネジメントの推進が16 
求められます。加えて、改修・建替え等の再生に当たっては、地域のニーズに対応した機17 
能の導入や地域包括ケアの推進に寄与する機能の集積、民間事業者のノウハウ活用などに18 
よる、地域のまちづくりに配慮した再生が望まれます。 19 

公的賃貸住宅では、低所得の子育て世帯やファミリー世帯、高齢者世帯を対象とした家20 
賃補助付きの良質な住宅の供給による、入居支援の促進が期待されます。また、住宅供給21 
公社やＵＲ都市機構では、これまでも子育て世帯や高齢者等に対する良質な賃貸住宅を供22 
給してきました。既存の入居者には高齢者や低所得者も含まれており、公営住宅を補完し23 
てきたことから、引き続き公営住宅と連携した居住の安定確保が望まれます。 24 

民間賃貸住宅では、家賃の支払い能力があるものの、連帯保証人がいないために民間賃25 
貸住宅への入居を断られてしまう子育て世帯や一人親世帯、高齢者世帯等を対象とした入26 
居支援が求められます。また、入居後の安心確保に向けて、家主や入居者の不安の軽減に27 
向けた居住支援メニューの拡充が望まれます。 28 

 29 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○高齢単身世帯の増加と、民間賃貸住宅における空き家の増加を踏まえ、セーフティネッ

トとしての公的住宅のフレームを再検討する必要がある。  
○母子世帯等では、生活保護に頼らないギリギリの生活をしている家庭が多いが、そうし

た方々が集って住むような民間事業がある。多様な民間賃貸住宅と、入居・居住困難者

との類型をそれぞれ整理し、適切な入居先へとつなげる仕組みの検討が必要である。  
○住宅セーフティネットとしての民間賃貸住宅の活用にあたり、公営住宅階層の住まいが

既に足りているとはみなさずに、高齢単身者の増加も踏まえてもう一度整理した方が良

いのではないか。なお、民営住宅について、現状で多数の空きがあるとはいえ、バリア

フリー性能や耐震性能を満たさない住宅の存在も想定されることから、制度完成後もあ

る程度長いスパンで見ていく必要がある。  
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 1 
（２）入居支援と居住支援の連携 2 
 3 

高齢者世帯や障害者世帯が安心して住み続けるためには、入居支援と居住支援の連携が4 
重要となります。そのため、居住支援協議会の設立などにより、住宅部局が行う入居支援5 
施策と、福祉部局が行う居住支援施策とのスムーズな連携が望まれます。 6 

また、ＵＲ都市機構が団地内での多世代居住を実現させるために実施する、医療・福祉・7 
介護サービスを提供する地域医療福祉拠点の形成を進めており、この取組への協力が求め8 
られます。 9 

 10 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○孤独死の恐れや、保証金の用意ができないなどで入居が困難な方への対応はある程度よ

くなってきている。しかし、長年居住している高齢者への対応としての居住支援は不十

分である。また、こうした方への居住支援は、借家に限らず、持ち家の居住者について

も共通する問題である。  
○障害を持っている人、児童養護施設を退所した人など、生活弱者の若い人が困っている

事例が見られ、今後 10 年位でそうした人たちの問題がもっと出てくる。公的なサポー

トへの相談に至らない生活弱者へのフォローとして、民間による支援が可能ではない

か。  
○親亡き後の障害者、児童自立支援施設を出た方等、つながりのない人たちへのセーフテ

ィネットとして、地域のなかのグループホームなどが考えられる。グループホームには

職員もおり、そういった人に地域にも目を広げてもらうなどして見守ってもらえる体制

を作れればよい。  
○障害はあるが、障害者手帳を持っておらず、生活保護も受けられていない若者が多い。

また、行政に相談しても支援につながらない方もあり、こうした若者が高齢化する前に、

早期の対処が必要である。  
○県の居住支援施策として、神奈川県居住支援協議会を立ち上げている。市町村の実情に

応じて居住支援の対応ができる様に、市町村ごとに居住支援協議会をつくってほしい

が、なかなか進んでいない状況である。かつては県でも入居支援が主であったが、現在

は、その先のステップである居住支援や、福祉サイドの支援が必要であることを実感し

ている。  
 11 
（３）低所得の若年・中高年単身者等への対応 12 
 13 

高齢者、障害者、子育て世帯、被災者などに加え、これまで住宅セーフティネットの対14 
象となりにくかった低所得の若年・中高年単身者等の新たな住宅確保要配慮者に対応した15 
住宅セーフティネットの構築が求められています。 16 

現在、国では住宅確保要配慮者向けに民間賃貸住宅や空き家を活用して、貸主に対する17 
家賃低廉化補助などを行う、新たな住宅セーフティネット制度の創設が検討されているこ18 
とから、これらの動向も踏まえた、民間賃貸住宅の活用による公営住宅を補完する制度の19 
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検討が望まれます。 1 
 2 

【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○障害を持っている人、児童養護施設を退所した人など、生活弱者の若い人が困っている

事例が見られ、今後 10 年位でそうした人たちの問題がもっと出てくる。公的なサポー

トへの相談に至らない生活弱者へのフォローとして、民間による支援が可能ではない

か。 

 3 
（４）身近な場所での相談と、雇用・福祉施策との連携 4 
 5 

ＮＰＯ法人・民間企業・建築関連の専門家など、住宅関係の団体等が設置する既存の相6 
談窓口などとの連携による、身近な場所での相談体制の充実が望まれます。 7 

また、雇用施策や福祉施策など、住宅の確保に困難を抱える方々を支援する関連施策と8 
の連携の推進が期待されます。 9 

 10 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○長年マンションなどに住み続けている人が、問題行動を起こすようになり、周辺住民の

苦情などにより初めてその人が認知症であると発覚する事例が起こっている。こうした

変化には不動産会社は気付きにくく、相談すべき場所（生活保護担当者、地域包括支援

センターなど）も知られていない。情報交換や横のつながりが重要である。」  
○福祉サービスと住宅・住居支援サービスが相互につながることが重要であるが、そのた

めのバックグラウンド作りが不足している状況である。  
窓口を区役所に限定しない方が良い。例えば健康ポイントリーダーの設置店では、40 代
以上の人が集まってきて、地元の支援活動など色々な情報発信を行っている。そういっ

た場所と住宅支援等の活動が、地域においてうまくネットワークになっていけるのが良

いのではないか  
○地域密着型の小規模介護保険事業者は、対象者の必要に応じたパイプを沢山持ってい

る。そうした既存の事業者を大事にして、地域を連携するゆるやかな居住支援の仕組み

を形成していければよい。行政が前面に立った支援は固くなり過ぎてしまうので、社会

福祉法人が運営しているパン屋のように、外から見てすぐに受け止めてくれる活動をし

ているとわかる場所、情報がうまく入ってくるところを作っておく所が重要である。  
○新たな住宅セーフティネットの構築にあたっては、民間のＮＰＯなどで、資金不足に苦

労しながらも積極的に活動している団体を支援する仕組みづくりが重要である。  
○住生活基本計画の中の複数の政策をつなぎ合わせて、困窮者ごとの今後の対応の方向性

が見えてくると良い。  
○市内のある区では、こども食堂や学習支援の実現に向けた動きがあるが、志があっても

場所がないと言うのが現状である。子供たちからお金を取らずに運営できるよう、安価

で空家や空きオフィスを借りて活用できると良い。  
 11 
  12 
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３ 良質な住宅ストックの形成 1 
 2 

住宅ストックの有効な利活用や環境への配慮の観点からも、良質な住宅が建設され、適切3 
に維持管理し、長く大切に使っていくことが求められています。  4 

マンション・団地の良好な維持管理や再生に向けた支援の充実をはじめ、新築住宅・既存5 
住宅ともに総合的な対策を講じることにより、環境にやさしく安全で質の高い住宅ストック6 
の形成と、良質な既存住宅が市場で円滑に流通される環境の実現が期待されています。  7 

 8 
（１）マンション・団地の管理組合等への総合的な支援 9 

管理組合に役立つ情報の提供、総合的な相談対応、マンション管理士等専門家との情報10 
交換等の取組の実施など、管理組合によるマンション・団地の良好な維持管理に向けた支11 
援が求められます。 12 

高経年化したマンション・団地の再生に向けて、大規模改修や建替え等に関する支援に13 
加えて、空家活用、住替え支援、見守り機能の充実、コミュニティの活性化などソフト施14 
策の充実に向けた取組の支援も求められます。 15 

また、団地再生に向け、ＵＲ都市機構や住宅供給公社、金融機関など多様な主体とより16 
一層連携が図られ、各団体が保有する知見等を相互に活用することで相乗効果が生み出さ17 
れることが期待されます。 18 

 19 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○マンションの空き室の有効活用として都内では民泊が広まっているが、規約改正が追い

付いていない状況にあり、対処が必要である。 

○マンションの空き家問題と建替え問題については、今後一層の状況の悪化が見込まれて

おり、マンションの供給が盛んな横浜市においては、極めて重要性の高い問題である。 

○UR の賃貸住宅も郊外型の団地が多く、横浜市と共通の問題を抱えており、住生活基本計

画には注目している。今後の審議会、専門部会では UR における経験から得た特にハー

ドの対応策をお示ししたい。 

○大規模団地は不便な立地のものが多い。また、住民が年金生活者になると、「建物が壊

れる頃には居住者自身は亡くなっているし、不便な立地のため子供たちも相続したがら

ないので、修繕しなくてよい」という意識が強くなり、団地再生への意識が持てなくな

りがちである。 

相続がされずに、二束三文で売却された部屋は、高齢者向けのシェアハウスとして賃貸

に出されることもあるほか、放置され空き家となることもあるが、若い人は車を所有し

ない傾向があり、不便な立地の団地に住もうとはしない。」 

古い団地は、多額の積立金を保持している場合と、全く積立金がない場合と、極端に差

がある。積立金がある場合も、団地の「一団地認定」の縛りがあるため、動きが取れな

い。また、古い団地は、居住者も高齢者が多く、資金管理をしたがらない傾向がある。

積立金について有効な活用法を考える必要がある。  
○旧耐震基準（昭和 55 年以前築）の団地は、耐震上非常に問題がある。  
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○団地再生のためには若い居住者が必要である。若い人が住みやすいよう、家賃や住居の

取得資金の補助といった施策が必要ではないか。  
○エレベーターのない団地などの高層階では、空き家になると住まい手がいなくなる。ま

た、古い団地は風呂場が狭いなど間取りも古く、新しい住まい手が現れない。間取りを

変えるのに補助金を出すと言った方法もあるのではないか。  
○団地再生につき感度のある管理組合が、前向きに再生に取り組んでいけるような施策が

必要である。団地の再生についても、マーケットが成立することが重要である。  
○若い人に、住宅取得のための補助を出せないか。団地の賃借人ではなく区分所有者にな

ってもらうことで、積極的に意見を言ってもらいたい。  
○愛知県などでは、空き家になった団地に海外からの労働者が住むことにより、お祭りな

どを通して団地の活性化につながっているという良い事例もある。  
○区分所有者の中に意見が異なる人がいると、合意形成が難しくなる。そうなると、役員

にも皆なりたがらなくなる他、修繕も行いにくくなる。  
○団地居住者が、相互補助の目的で福祉的なＮＰＯをつくり積極的に助け合っている事例

もある。そのような団地では、住民に仲間意識が醸成され、耐震化にも前向きな意識を

もつようになってくる。  
○大学生が有限責任事業組合を立ち上げ、団地の住戸を借上げて継続して借りている事例

もあり、若い人などを入れることで、高齢の区分所有者も目覚めることにつながるかも

しれない。  
○賃貸の団地においては、建物の管理については管理会社が考え、住人はコミュニティ活

動を中心に行うので良いが、分譲団地の管理組合では、建物の管理からコミュニティの

活性化まで両方考えないといけないのでハードルが高い。  
○今後は老朽マンションの空家が大きな問題となってくる。マンションの空家は戸建て住

宅の空家に比べ対処が難しく、住生活基本計画に特に記載していくことも検討した方が

良い。  
○以前、東京圏の郊外部で行った調査では、ある戸建て住宅団地周辺の比較的低廉な戸建

て住宅に若者が流入してくるのに対し、団地の中の空家は若者のニーズに応えられず空

家が埋まらないという実態があった。  
○横浜市内では、ＵＲ団地も 10％の空家がある。また、市内はそれほどマーケットアウト

している住宅がないと思っている。  
○今のマンションの問題として、年金生活をしている金銭的余裕のない高齢者が増え、管

理費や修繕費の滞納予備軍となっている状況がある。  
こうした高齢者は、古いマンションに居住していることが多いため、修繕積立金を上げ

ることで、生活困窮に陥る可能性がある。しかし、住居を賃貸に出したり売却したりす

れば何とかなるような場合でも、外聞が悪くなるのを恐れて管理組合に相談できずに我

慢してしまう人もいる。  
さらに、管理組合や民間の管理業者では、仮に相談を受けても十分な対処ができない場

合が多い。  
そこで、高齢者の生活破綻の防止のためにも、マンションの管理維持のためにも、行政
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の方でマンション住民向けの相談機関を用意し、相談者の秘密を守りながら、アドバイ

スや住替えの支援を行えると良い。  
○マンションから転出したものの、施設数の不足によりグループホームに入居できない高

齢者の選択肢としてシェアハウスへの入居がある。住居の質は下がるかもしれないが、

一人で暮らす場所と共同の設備を有し、人と交わらずにすむ、というニーズを満たすシ

ェアハウスがあれば、安価かつ適度にコンパクトな住居に住めて良いという面もある。 
○住民が高齢化した老朽マンションの中でも、立地の良いところに建っているものについ

ては、リノベーションすることで相当な家賃で貸せるかもしれない。  
 1 
（２）長期にわたり使用できる良質な住宅 2 
 3 

長期にわたり良好な状態で使用できる優良な住宅の普及促進が求められます。あわせて、4 
住宅の建設工事履歴や住宅性能、建物の維持管理状況等を取りまとめた住宅履歴情報の蓄5 
積・活用について、国の動向を踏まえた普及・啓発が望まれます。  6 

新築住宅の耐震性能や省エネルギー性能等を評価した結果を表示する制度等を普及し、7 
一定の基準を満たした良質な住宅が市場の中で評価され、安心して住宅が取得できる環境8 
づくりが求められます。  9 

耐震対策や省エネルギー対策を行うなど、基本性能の高い住宅の所有者について、都市10 
計画税の減額制度が設けられていますが、引き続き実施することで、インセンティブを高11 
め良質な住宅の建設や改修の誘導が期待されます。  12 

 13 
（３）良質な住宅を安心して選択できる市場環境 14 
 15 

住宅購入者が、専門的かつ中立的な観点から、住宅の相談や助言を受けられるよう、住16 
宅関連団体や民間事業者等と連携するなど相談体制の充実が期待されます。  17 

取引時やリフォーム時における建築検査（インスペクション）や瑕疵担保責任保険の活18 
用、既存住宅の住宅性能表示制度について情報提供することにより、消費者の不安等の解19 
消を図るための環境整備が求められます。  20 

 21 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○現在の建売住宅の中には 15 年位で水回り等がダメになり、20 年も経つと、建物検査を

するより、壊して立て直した方が早い状態となってしまうものもある。  
建物検査で付加価値を創っていくにしても、土地の価格と建物の価格の整合性をどのよ

うにとっていくのかが課題である。  
○このごろ、大手の不動産仲介業者は、物件に補償を付けており、買う側にとっては安心

感になっている。  
○中古住宅の瑕疵保険制度について、一般の消費者は知らないケースも多いので、制度の

周知が必要である。  
 22 
 23 
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（４）住宅ストックの適切な維持保全と有効活用 1 
 2 

住宅のリフォームや不具合等に関して、専門的な相談ができる窓口の充実を図るととも3 
に、安全性の確保に向けた耐震改修や省エネルギー改修などのリフォームに対する助成等4 
の支援が求められます。  5 

住宅ストックの活用に向けて、情報提供や相談体制等を充実するとともに、子育てや福6 
祉、生活サービスなどの拠点としての空家の活用や、高齢単身世帯とファミリー世帯等の7 
住宅のミスマッチ解消に向けた住替え等の支援が望まれます。  8 

 9 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○住宅ストックの有効活用や多世代居住の導入のため、住替えの促進が重要である。しか

し、従来どおりの住情報の提供だけでは、成果のほどに疑問符がつく。ニーズに応えた

住替えの促進のため、より効果的な手法を考えることが必要である。  
 10 
（５）多様な主体と連携・協働するネットワークの構築 11 
 12 

良質な住宅ストックの形成に向けて、横浜市が推進する住宅施策を補完・発展していく13 
ために、ＮＰＯ法人・大学・民間企業・建築関連の専門家など、住宅関係の多様な主体と14 
連携・協働するためのネットワークの構築が期待されます。  15 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○住宅政策の方向性を考えるに当たっては、事業的な視点を持った主体（企業・ＮＰＯ等）

と行政との、役割分担や協働を意識することが必要である。  
○今までは、何でも公共が担いこむような住宅政策になりがちであったが、これからはむ

しろ、地元の企業やＮＰＯなどを住宅政策の中に組み込んでいくことが重要である。  
 16 
  17 
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４ 総合的な空家対策 1 
 2 

横浜市の空家率は増加傾向にあり、この中には、適正に管理されず放置され、安全性の低3 
下、公衆衛生の悪化、景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深4 
刻な影響を及ぼすものも生じてきています。また、少子高齢化の進行等に伴い、今後もこの5 
ような空家が増加していくものと予想されることから、その対応が求められています。  6 

適正に管理されていない空家から生じる問題に対して、地域住民の生命、身体又は財産の7 
保護、生活環境の保全を図り、併せて空家の活用を促進するために、平成 27 年５月 26 日8 
に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が完全施行されました。この法律では、空家の9 
所有者又は管理者が、空家の適切な管理について一義的な責任を有することを前提としつつ、10 
住民に身近で、個別の空家状況を把握することが可能な立場にある市町村が、空家に関する11 
対策の実施主体として位置づけられています。  12 

このような中、横浜市は、幅広い分野から選出された委員で構成された、空家等対策協議13 
会での協議を踏まえ、「横浜市空家等対策計画」を策定しました。本計画では、空家対策を14 
総合的かつ計画的に実施するために、行政だけでなく、地域住民や大学、不動産・法務・建15 
築・まちづくりＮＰＯ等の専門家団体、民間事業者など、住まい・まちづくりを担う各主体16 
が連携協働して取り組むとしています。  17 

これら多様な主体と連携しながら、住まいが空家になる前の利用中の状況から除却後の跡18 
地利用まで、住まいの各段階の状況に応じた対策を講じることによる、総合的な空家対策を19 
推進していくことが期待されています。  20 

 21 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○マンションの空き室の有効活用として都内では民泊が広まっているが、規約改正が追い

付いていない状況にあり、対処が必要である。  
○マンションの空き家問題と建替え問題については、今後一層の状況の悪化が見込まれて

おり、マンションの供給が盛んな横浜市においては、極めて重要性の高い問題である。 
○民間の団体、ＮＰＯ等が活動するにあたり、専用の事務所の建築制限がある第 1 種低層

住居専用地域が多い、という横浜市の用途地域の指定状況が影響している。  
横浜型の用途地域の緩和みたいなことも含め、土地利用の規制緩和により、空家などを

使いながら、地域の活動主体が活動できる場所をつくると良いのではないか。  
○今後は老朽マンションの空家が大きな問題となってくる。マンションの空家は戸建て住

宅の空家に比べ対処が難しく、住生活基本計画に特に記載していくことも検討した方が

良い。  
○不動産市場においては、相続対策等を主眼として大量の賃貸住宅が供給され続けている

という実態がある。住宅オーナー教育を強化することにより、空室の再生産を予防する

ことも重要である。  
○消費者の保護については強化されてきているが、賃貸住宅を建てる土地所有者に対して

の情報提供は不足している現状がある。偏った情報のみ与えられることから、土地所有

者が負債を負ったり、社会的に空家が大量発生したりといった事態が生じている。空家
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発生において大きなウェイトを占める、相続に絡む空家発生を防ぐためにも、居住者教

育や相談体制の強化が必要である。  
○以前、東京圏の郊外部で行った調査では、ある戸建て住宅団地周辺の比較的低廉な戸建

て住宅に若者が流入してくるのに対し、団地の中の空家は若者のニーズに応えられず空

家が埋まらないという実態があった。  
○横浜市内では、ＵＲ団地も 10％の空家がある。また、市内はそれほどマーケットアウト

している住宅がないと思っている。  
○閑静な環境を求める高齢者には住宅専用のマンションに入ってもらい、子育て世代の人

には、「お互い様マンション」という発想で敢えて事務所と混住するマンションに住ん

でもらうのはどうか。管理費が安い事や、30 年ほどたったら建替えることを前面に打

ち出し、ある程度互いに騒音などの迷惑をかけることは織り込んだ形のマンションをつ

くることで、空家を埋めていくことも必要なのではないか。  
○古い住宅では、解体の際の所有者の所在調査が困難になっているため、宅地建物取引士

も権限で調査ができるようなればと考えている。  
○空家化の予防については、真に情報提供を必要としている方々に、身近な場所に相談窓

口があることが伝わると良い。人口の多い横浜では、どこにそういった情報提供拠点を

置いていくかはとても大事である。  
○空家発生のメカニズムとして、高齢期の長期化により、子どもの独立や配偶者の死を経

て一人暮らしとなった方が、最終的に施設に入り、もとの住居が空家化するという流れ

がかなりある。このような場合、もとの住居の売買もうまくいかず、人に貸すこともで

きない。これを防ぐことが空家化の予防につながる。  
一つのやり方として、行政が調査をして量的な把握をし、専門家団体と協議しながら広

報していくという形があるが、この方法では、当事者にとって分かりにくい情報となっ

てしまう場合がある。  
事例集を作り、「こういう風に困った、こういう場合にはこういう解決策がある」とい

うような事例とともに、相談先の情報も入れて配布することで、一般の人たちの問題意

識を高めるような広報の仕方も必要ではないか。  
○空家関係の制度を現実的に回していくためには、まちづくりや福祉などの各現場で直接

窓口対応をしている人が、支援策や関連制度の繋がりを、局や区の垣根を越えて相互に

把握しておくことが必要である。そのためには、各部門で連携して、空家活用に関する

情報を、問題点や課題を含めて収集し一元化しておくことが求められる。  
○宅建業協会として、空家対策について相談窓口を持っており、業務として受け入れられ

る体制がある。  
なお、現状として、相続人不在のために国の所有となる空家が存在している。また、空

家について、リフォームより解体の相談が先に立っている状況がある。  
○市内のある区では、こども食堂や学習支援の実現に向けた動きがあるが、志があっても

場所がないと言うのが現状である。子供たちからお金を取らずに運営できるよう、安価

で空家や空きオフィスを借りて活用できると良い。  
 1 

  2 
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５ 環境にやさしい住まいづくり 1 
 2 

横浜市は、二酸化炭素排出量の構成のうち家庭部門の占める割合が全国の割合と比較して3 
大きく、低炭素社会の実現に向けて、住宅分野の温暖化対策は温室効果ガス削減に大きく寄4 
与する重要な取組です。  5 

新築及び既存の住宅における省エネルギー化の促進と省エネルギー性能の表示制度の普6 
及など、環境に配慮したライフスタイルへの転換による、住宅分野での更なる温暖化対策の7 
推進が求められています。  8 

あわせて、省エネルギー住宅や関連設備等の住生活に関連した地域経済の活性化が期待さ9 
れています。  10 

 11 
（１）省エネルギー性能等に関する住宅性能表示制度の普及 12 
 13 

戸建て住宅やマンション等の省エネルギー対策や周辺の街並みとの調和など、総合的な14 
環境配慮の取組を促す「ＣＡＳＢＥＥ横浜（横浜市建築物環境配慮制度）」や、建築物の15 
省エネルギー性能等に関する評価及び表示を行う「ＢＥＬＳ（建築物省エネルギー性能表16 
示制度）」などの、分かりやすい性能表示制度の普及の促進が望まれます。  17 

 18 
（２）省エネルギー性能が高い良質な住宅の普及 19 
 20 

長期にわたり良好な状態で使用するための措置を講じた「長期優良住宅」や低炭素化に21 
資する措置を講じた「低炭素建築物」、再生可能エネルギーの導入により年間の一次エネ22 
ルギー消費量の収支をゼロにする「ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」など、23 
省エネルギー性能が高い良質な新築住宅の普及の促進が望まれます。  24 

また、住宅全体の断熱性の確保につながる既存住宅の省エネルギー改修の普及の促進に25 
向けた助成等の支援と情報発信等を行うことで、省エネルギーかつ健康な住まいの基本と26 
なる、室内温度差の少ない住宅の普及を進めることが求められます。  27 

さらに、定期的な講習会等の実施により省エネルギー住宅に関する設計や施工の知識を28 
有する人材を相談員として育成し、市民が身近な場所で省エネルギー住宅の新築や改修に29 
ついて相談できる機会の充実が望まれます。  30 

 31 
（３）住生活に関連した地域経済の活性化 32 
 33 

省エネルギー住宅の建築、ＩｏＴ（Internet of Things（モノのインターネット））・Ｈ34 
ＥＭＳ等の住宅関連設備、見守りサービス、包括的な住宅相談などの住生活関連産業にお35 
いて、市内企業の技術開発・商品化を支援による、事業機会の拡大が期待されます。 36 

地域の課題を地域住民が主体的に、ビジネスの手法を用いて解決する取組としてコミュ37 
ニティビジネスがあり、地域における創業機会・就業機会の拡大や、地域の活性化、地域38 
コミュニティの再生などの効果が期待されています。そこで、サロン、カフェ、コワーキ39 
ングスペースなど地域に必要な様々な場として、利用可能な空家・空き店舗等を活用する40 
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など、コミュニティビジネス創設への支援が求められます。  1 
また、地元の気候や風土で育った県産木材を使った家づくりなど、県産木材の様々な製2 

品開発などを通じて、県産木材の利用促進や、輸送過程で排出される二酸化炭素量等を考3 
慮し、県産木材及び地域材（関東甲信地方に属する都県及び静岡県で生産された木材）の4 
利用普及、ＰＲの推進が求められます。  5 

 6 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○民間の団体、ＮＰＯ等が活動するにあたり、専用の事務所の建築制限がある第 1 種低層

住居専用地域が多い、という横浜市の用途地域の指定状況が影響している。  
横浜型の用途地域の緩和みたいなことも含め、土地利用の規制緩和により、空家などを

使いながら、地域の活動主体が活動できる場所をつくると良いのではないか。  
○閑静な環境を求める高齢者には住宅専用のマンションに入ってもらい、子育て世代の人

には、「お互い様マンション」という発想で敢えて事務所と混住するマンションに住ん

でもらうのはどうか。管理費が安い事や、30 年ほどたったら建替えることを前面に打

ち出し、ある程度互いに騒音などの迷惑をかけることは織り込んだ形のマンションをつ

くることで、空家を埋めていくことも必要なのではないか。  
○岩手県のある町では、外部から就農のためにやってきた若い人たちのために、地元の工

務店が工夫を重ねて安価に効果的な断熱改修を行った。その結果、工務店の評判が広ま

り、注文も増えたと言う事例がある。このように、環境に関する目標と、経済に関する

目標はかなりの繋がりがあると思われるので、その辺りの整理も必要なのではないか。 
 7 
  8 
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６ 安全・安心な住宅と住環境の形成 1 
 2 

住み慣れた地域で安全・安心に暮らし続けていくためには、災害時に市民の生命や財産を3 
守ることができる住宅や住環境の確保が重要です。  4 

自然災害等に対する防災・減災対策を推進し、災害に強く、誰もが安全、安心して暮らせ5 
る住宅・住環境の形成と災害時の迅速な住まいの応急、復旧へ向けた事前の取組が求められ6 
ています。  7 

横浜市では、東日本大震災を踏まえ、横浜市防災計画震災対策編を抜本的に見直しました。8 
さらに、被害をより一層軽減するための減災目標を設定し、その目標達成に向けた具体的な9 
プランとして、「横浜市地震防災戦略」を策定しました。その中では、人的被害を平成 3410 
年度までに半減するなどの目標に対して、建物倒壊による被害の防止や火災による被害の軽11 
減に取り組むこととしていますので、引き続き、減災対策の推進が期待されています。  12 

 13 
（１）住宅の耐震化の促進 14 
 15 

木造住宅や分譲マンション等に対して、居住者や所有者に的確な情報提供や支援を行い、16 
耐震診断や耐震改修等の促進が求められます。また、災害時におけるスムーズな避難や救17 
助活動等を可能とするため、多数の人が利用する建築物や、通行を確保すべき道路沿道の18 
建築物の耐震化の促進が求められます。  19 

 20 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○旧耐震基準（昭和 55 年以前築）の団地は、耐震上非常に問題がある。  
 21 
（２）建築物の不燃化や火災被害の軽減 22 
 23 

大規模地震が発生した場合でも、燃えにくく、燃え広がらないまちづくりを進めていく24 
ために、火災による被害が特に大きいと想定される地域において、老朽建築物の除却や耐25 
火性の高い建築物の新築に対する補助等の支援による、建築物の不燃化の促進が求められ26 
ます。  27 

また、出火率の低下のため、地震発生時に自動的に個別の住宅への電気供給を遮断する28 
感震ブレーカーや、家具類の転倒防止器具の設置、防炎製品等への買い替えなどの普及啓29 
発による火災被害の軽減が望まれます。  30 

 31 
（３）災害に強い住環境づくり 32 
 33 

道路や敷地が狭い場合に建て替えられない住宅への支援や、救急車、消防車などの進入34 
が困難な狭あいな道路について、塀や擁壁の移設に対する補助等による、道路の拡幅整備35 
の推進が求められます。  36 

また、がけ地の改善のための工事費の助成や、がけ崩れが発生した場合の応急措置や応37 
急仮設工事の実施、急傾斜地崩壊危険区域における神奈川県の崩壊防止工事の推進、土砂38 
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災害ハザードマップの作成などが求められます。  1 
 2 

【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○既存の住宅地においては、狭あい道路の存在が、送迎の安全性を損ね保育所設置の妨げ

となる事例がある。また、坂の多い地域では高齢者は暮らしづらく、デマンドバスが求

められるなど地域交通の問題が生じている。住みやすい住宅地を整備する上で必要な施

設を設置するにしても、道路問題など地域の都市計画との連携が必要となる。  
 3 
（４）大規模災害への備え 4 
 5 

東日本大震災や熊本地震の経験を踏まえ、大規模災害に備え、事前体制を整備するとと6 
もに、ハザードマップの市民への情報提供や、応急復旧期における応急仮設住宅の供給等7 
から復興期の住宅の再建等までに関する実務的なマニュアルの作成など、被災者の住宅の8 
確保に関する事前の取組等が求められます。  9 

応急仮設住宅については、発災時の早急な住宅確保のため、被害想定による仮設需要の10 
見通しや民間賃貸住宅の借上げなどについて、事前の検討が重要になります。  11 

 12 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○熊本地震で明らかになったように、災害時の住宅にかかわる影響は非常に大きい。災害

を想定しながら引き続き対応をしていく必要がある。  
○仮設住宅を先につくってしまうと、本設住宅が本当に必要になったときに本設住宅の場

所がなくなる。仮設住宅を建設して何年も住まわせるより、民間の物件を借りられるの

であれば借りてしまったほうがよほど良い。  
○仮設住宅を作るにしても、どの町内会の方が入居するかなど、入居が想定される方の状

況によって、必要なサポートも変わってくると思われる。事前の検討が必要である。  
保育園のような周辺施設を耐震化し、災害時にも福祉拠点等として使用できるようにす

るといった視点も必要である。  
石巻では、子育て世代は、すぐに被災地外や民間の賃貸住宅に動いてしまい、仮設住宅

には高齢者のみが入るという結果があった。横浜市でも、被害が大きいとみられる地域

にて、実際にどれほどの仮設需要があるかは見通しておく必要がある。被災地では、補

助金の問題から、被害が少ないにも関わらず活用ができない周辺施設があった。災害時

には一時的に別用途に転用すること等、あらかじめ契約等合議しておく必要があるので

はないか。  
○資産のある人は、災害時も自力で家を借りて住まいを確保し、仮設住宅には頼らない。

仮設住宅が本当に必要な人の量的な検討をし、要らないものを作らないようにすること

も重要である。  
仮設住宅においては、夏場の暑さ対策も重要である。また高齢者はペットを飼い、愛着

を持っている場合が多いので、ペットの対応も必要である。  
○一番問題なのは、避難所からどれだけ早く住宅に移れるかという問題であるので、民間
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住宅の借上げを中心にシステムを組み立てておいた方が良い。また、そのために不動産

業界などと連携をとって、早急に借上げができる仕組みを構築しておくことが重要であ

る。  
 1 
（５）地域主体の防災・防犯対策 2 
 3 

安全なまちづくりを進める上で、自助・共助の取組を最大限に活かし、市民や地域にお4 
ける防災力の強化を図るため、個人の防災意識を高めるとともに、地域が主体となった自5 
主的な防災の取組の支援による、災害に強いコミュニティづくりが望まれます。また、自6 
治会町内会やＮＰＯ法人などの防犯活動に対する支援が求められます。  7 

  8 
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７ 持続可能な住宅地・住環境の形成 1 
 2 

横浜市は、都心部やその周辺の古くからある旧市街地、その後開発された内陸部の市街地3 
など、市街地形成の歴史や経緯が異なる地域からなっています。  4 

市内全体では、少子高齢化、世帯の小規模化、単身世帯の増加が見込まれていますが、地5 
域ごとには、人口が増加している地域がある一方で人口減少が進行する地域があるなど、地6 
域での課題は多様化・複雑化しています。  7 

これらに的確に対応していくために、地域特性に応じた施策を展開し、持続可能な住宅8 
地・住環境の形成が期待されています。  9 

 10 
（１）地域課題の共有や魅力資源を活かしたまちづくり 11 
 12 

地域の魅力の向上や身近な環境、安全・安心といった課題への関心が高まっており、地13 
域固有の特徴や資源を生かした、地域の価値を維持・向上させるためのまちづくりや市民14 
による主体的な活動の支援が重要です。  15 

そのため、情報発信や相談、イベントなど地域とのコミュニケーションを通して、市民16 
の身近な問題意識を捉え、住みよいまちづくりに向けた活動のきっかけづくりが期待され17 
ます。また、地域のコミュニティによる地域課題の共有や市民発意による主体的な取組、18 
組織・計画づくり、活動拠点確保などについて、専門家派遣や活動費の助成などの支援が19 
求められます。  20 

また、地域課題に取り組む専門知識や経験、ノウハウを持った人材の活用・育成のため21 
に、情報提供や相談対応、アドバイザーの派遣などの育成支援が望まれます。あわせて、22 
地域課題に取り組む団体に対して、団体間の交流の場や市民活動と企業・大学や行政との23 
連携の機会を提供したネットワークの構築による活動の支援が求められます。  24 

 25 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○十日市場のような大規模なプロジェクトにおいては、タウンマネージャーのようなもの

の制度設計が重要である。多世代交流型住宅においても、一つの建物の中に様々な機能

を導入すれば多世代が交流できるというのは間違いであるが、現状では、誰が交流を促

すのか、といった制度が抜けている。そうした部分は建築担当だけでは限界があり、建

物を作った後の、居住支援（福祉サイド）への引き継ぎや情報の共有が必要である。  
○民間の団体、ＮＰＯ等が活動するにあたり、専用の事務所の建築制限がある第 1 種低層

住居専用地域が多い、という横浜市の用途地域の指定状況が影響している。  
横浜型の用途地域の緩和みたいなことも含め、土地利用の規制緩和により、空家などを

使いながら、地域の活動主体が活動できる場所をつくると良いのではないか。  
○先駆的なコミュニティカフェでは、中心メンバーの高齢化の問題が生じている。また、

個人の地主から建物を借りる場合、その賃料も非常に重荷になる。  
エリアマネジメントにおいては、地域の課題を共有することが重要。継続的なアンケー

ト調査と課題の共有等により、それぞれの主体が自分たちの果たすべき役割を考えてい
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く場として機能する、「まちの事務局」的な機能が大事である。  
明確な成果をすぐに出そうとするプロジェクトは、話題になってもしばらくすると活動

が低下してしまうこともある。住民活動の土壌を持続的に作っていくことは重要であ

り、そこから生じるものについては丁寧に追っていくと良い。  
○新たに街を開発するのではなく、既存の市街地の活性化を図ることが重要であるが、担

い手探しが困難である。  
○活動拠点はソーシャルビジネスのきっかけにもなるが、地元の意識に加え、拠点に常駐

する者がコーディネーション的な機能を果たさないと継続的な活動は困難である。その

ため、専門家の支援などの仕組み作りが必要である。  
現状では、住民が自らの居住するエリアを見返す機会がないため、他者から空家の存在

を指摘されたり活用方法を提案されたりしたときに、不快に感じることがある。外部か

らの参入に対するフォローが必要である。  
○今後、各分野において、保育園や介護等の福祉施設といった住宅以外の用途が住宅地の

中に入ってきながら周りを巻き込んでいくようになる。このときに、住民がその運営者

を排他したり、逆にその運営者に依存的にならないよう、自主的に活動するように働き

かけていく必要がある。  
○住民自治が活発で、子育て世帯への支援事業の情報共有や、転入者向けの住民企画のウ

ェルカムパーティーを積極的に行っている地区がある。この地区では、地区計画上の制

約が大きいにもかかわらず、若い世代の流入もあり、小売店の撤退も防げている。こう

いった方法もより評価されるべきではないか。  
○住宅政策の方向性を考えるに当たっては、事業的な視点を持った主体（企業・ＮＰＯ等）

と行政との、役割分担や協働を意識することが必要である。  
○住民が自らの居住するエリアを見返す機会を持てず、他者から空家の存在を指摘された

り、新しいことを提案されたりすると不快に感じる場合もある。行政として、住民に対

し、自分たちのエリアを今後どうするのかを議論していくきっかけを与えたり、その議

論についてフォローするような支援者、専門家を提供したりする仕組みが必要である。 
○行政の行っているまちづくりプランや助成金など、広報を強化することで、自治会やま

ちの活性化を図ってほしい。また、若い世代を流入させることも、町おこしにとって重

要である。  
 1 
（２）地域で暮らし続けられる住宅地・住環境の形成 2 
 3 

住み慣れた身近な地域で、誰もが安心して暮らし続けられる住宅地・住環境の形成に向4 
け、地域への貢献の度合いに応じた規制誘導手法の活用が期待されるとともに、地域特性5 
に応じた取組が求められます。  6 

横浜や新横浜の都心では、国際的なニーズに応えられる業務・商業等と優れたビジネス7 
環境の構築にも資する居住機能が適切に共存した、都心にふさわしい魅力的な住環境の形8 
成が望まれます。  9 

都心の周辺部や郊外部の計画的に開発された住宅地では、建築協定や景観協定、地区計10 
画等の制度を活用し、良好な住環境の維持や保全を図るため、住環境を良好に保つための11 
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まちのルールづくりの支援が求められます。また、緑豊かな自然環境を生かし、環境と共1 
生した魅力ある住宅市街地の形成とともに、生活支援機能の充実や、拠点駅との交通の確2 
保が期待されます。  3 

都心の周辺部や郊外部の鉄道駅周辺の住宅地では、周辺地域の人口変動や地域の特性・4 
ニーズに対応した、生活利便施設、福祉施設等の機能の集積や、多様な住まいの供給によ5 
る個性的な生活拠点の形成が望まれます。  6 

駅から離れた大規模な住宅団地では、緑豊かな自然環境を生かしつつ、各団地内に位置7 
する主要なバス停周辺等に商業、医療、介護、地域交流、子育て支援等の生活支援機能の8 
集約とともに、都市基盤の再構築の推進など、様々な主体と連携して、多世代が安心して9 
暮らせる居住環境の維持・向上が期待されます。  10 

 11 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○人口減少に伴う都市機能の集約の方向性について、都市計画サイドと住宅政策サイドで

連携をとって、これからの横浜市の暮らし方、住まい方と都市のあり方を議論していく

ことが必要である。  
○郊外住宅地の再生にあたっては、住宅地内にとどまらず、近隣の立地施設や土地利用な

どに着目し、ステークホルダーとしてメリットを共有できるような施策の打ち方を検討

する必要がある。  
○コンクリートのカーポートを作るなどの住宅の計画上、植栽を確保できない住宅が増え

ており、町全体の緑が減っている印象がある。風通し、防災面でも良くない。緑を残す

方向に誘導できると良い。  
○敷地の最低限規模が 125 ㎡となっている場合、250 ㎡未満の敷地については分割がで

きず、取引の価格帯も若者にとっては買いにくいレベルに上がってしまう。100 ㎡の敷

地があれば、駐車場と小さな庭を備えるくらいできるので、宅建業界としては、100 ㎡
くらいでも良いのでは、という考えを持っている。  

○市の都心部では、昔からの地主は 15～18 坪程度に細分化した単位で土地を貸してきた。

今では借主も高齢となり、土地が返されてきているが、この狭さでは新たに家も建てら

れない。立地が良いにもかかわらず、良質なストックにならない狭小宅地の扱いにつき

非常に困っている。  
○横浜は地域により人口減少や開発の進み方が異なる。郊外住宅地で行われているモデル

プロジェクトから得られた内容を他が地域で進むと捉えて、市全体をひとくくりにして

展開を論じるのは全体論に留まり、各論にならないのでは。また、都市計画マスタープ

ランの中で論じられているコンパクトシティの議論（特に駅遠住宅地のこと）をどこま

で反映させるのかも考慮の必要がある。  
○社宅の建替えなどで街に変化が生じた際に、これからその地域が必要とする機能を受け

とめる空間をどのように生み出していくかが重要である。建築的なコントロールの中で

公共・公益的な活動を受け止める場を生み出していくことができれば、横浜市域全体に

展開していけるツールになると思う。  
○良好な住宅地を守るために定められてきた建築協定や地区計画の仕組みが、若者の流入
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に当たっては制約となってしまうことがある。もともとの住民の思いも受けとめつつ、

若者が入ってこられるよう部分的に意識を変えることも必要ではないか。  
○人口が減少傾向であるからといって何でも撤退させてしまうと、住民のやる気をそいで

しまう。全体として人口が減少していく中にあっても、2050 年位までは、郊外部におい

てもそれなりの人口は保たれるとみられる。世代的な人口の移り変わりを正確に見なが

ら、持続性を把握する必要がある。  
○コミュニティの再生は必要だが、一方で、どうしても住民が減る場所は出てくる。その

ときにどういう住まい方を維持できるのかということについても早めに検討しておく

ことが重要である。  
○一度決めた地区協定やまちづくり協定は、絶対変えてはいけないと考える住民の方もい

る。地域の活性化のためには、行政の側で改正案のモデルを地元の人たちに示し、より

積極的な提案をすることも必要である。  
○以前、東京圏の郊外部で行った調査では、ある戸建て住宅団地周辺の比較的低廉な戸建

て住宅に若者が流入してくるのに対し、団地の中の空家は若者のニーズに応えられず空

家が埋まらないという実態があった。  
イギリスでは、開発が起きる際、地域にどういう施設が必要かというメニューをショッ

ピングリストという形で作っている。民間事業者がその土地に入って開発する際、ショ

ッピングリストの中の１つを入れさせることで、その地域のニーズに合った開発が行え

るという仕組みがある。  
○国家公務員住宅の売却にあたり、市から国に対してもっと働きかけがあっても良いと思

う。民間への払い下げが行われる際にも、福祉施設を導入するなど市の施策に資する形

での売却となるようにすると良い。  
○たまプラーザでは、大規模な社宅の跡地が発生した際、総合設計制度みたいな考え方で

緩和するなど、まちに必要な機能が導入されるよう、事業者と共同で検討が進んでいる

のでは。  
○厳しいまちづくり協定の影響で、高齢者は土地を売れず、若者は土地を買えないという

悪循環が起きている。対策として、土地の分割要件の緩和が必要である。  
○住民同士で住宅の概念が異なり、議論をしても最初から話がかみ合わないという事態が

起きている。住宅協定をしいているところでは相続がスムーズに進まないが、協定を解

除して良好な住宅をなくしてしまうというのも惜しく、矛盾を解決するのは難しい。  
○借地権付きの住宅をもう少し安価に取得できるよう奨励することも重要である。  
○かつて民間の計画開発住宅地では、都心に通勤するサラリーマン、専業主婦、そして成

長期の子供２人という家族像に適した形で住宅と住宅地を整備し、建築協定などによる

良好な住宅地の形成が試みられてきた。しかし、こうした住宅地で生まれ育ち、結婚し

て家族をつくった人たちは、より利便性が高く、同じ世代の人たちが集まり子育てしや

すい地域に家を持つ傾向にある。この結果として、郊外においても、場所によって人口

のアンバランスが生じている。このため、人口が流出しがちな既存の住宅地においては、

昔からの住民に配慮しつつも、新しい住民の受け入れができるような、新たな地区形成

の試みをする必要がある。  
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○大規模団地にせよ、多世代地域交流型住宅にせよ、目標１のような居住ニーズに応える

という視点にとどまらず、目標７の都市政策戦略的な視点も踏まえるなど、どのように

組み合わせて発信していくか検討する必要がある。  
○郊外住宅地について、環境等の側面から考える従来の視点にとどまらず、子育てや共働

きと言った最近のテーマから考えることで、新たな議論が出てくる可能性がある。基本

計画は基本計画として、特定テーマを掲げてトータルな議論をやるような機会や、個別

の計画づくりがあっても良いのではないか。  
○郊外住宅地の再生について、近年都市マスや区の方でも議論が行われてきているが、ふ

わっとした結論になってしまうことが多い。  
三世代近居についても、単なる促進にとどまらず、地域の人たちとの関わりも含めた現

場レベルのケアも組み合わせて議論しないと、フォロー体制が作れない。こういったこ

とも含めて、複数の局で包括的な議論の場を持つことが必要ではないか。  
○住環境の維持も大事だが、一方で、より便利なところに日中でかけていくための手段も

必要である。特に高齢者は、自分で移動する手段がないので、デマンドバスの運行や、

民間の送迎業者への支援を市の方でしてもらえるとありがたい。  
 1 
（３）「住む」「活動する」「働く」を実現できる郊外住宅地への転換 2 
 3 

大規模団地を含めた郊外住宅地では少子高齢化が進んでおり、自立した持続可能なまち4 
にしていくためには、居住者数の維持だけではなく、仕事や趣味、社会活動、子育て、介5 
護など様々な活動を増やし、多様な主体による多世代の支え合いや活発な交流につなげ、6 
地域の活力を維持していくことが重要です。  7 

そのため、持続可能な住宅地・住環境の形成に向け、「住む」住宅地から、多世代のた8 
めの「住む」「活動する」「働く」を実現できる住宅地への転換が期待されます。  9 

 10 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○住宅地を、従来のように居住機能に特化したものとして考えるのではなく、住宅地内に

おける雇用と一体的に考えることが必要である。郊外型住宅地に「働く」という視点を

持ち込み、ワーク・ライフバランスを小さな循環の中で考えられるようにしていくこと

で、住宅地としての持続可能性にもつながっていく。 

○郊外部の衰退も地域的な差違を伴いながら進むと思われる。70 年代前半くらいに開発

され、高齢化が進んでいるものの、住民も比較的元気で住宅地が荒れているわけでもな

い地域への対応が、今後 10～20 年の一つのテーマだと思う。 

○民間の団体、ＮＰＯ等が活動するにあたり、専用の事務所の建築制限がある第 1 種低層

住居専用地域が多い、という横浜市の用途地域の指定状況が影響している。横浜型の用

途地域の緩和みたいなことも含め、土地利用の規制緩和により、空家などを使いながら、

地域の活動主体が活動できる場所をつくると良いのではないか。  
○先駆的なコミュニティカフェでは、中心メンバーの高齢化の問題が生じている。また、

個人の地主から建物を借りる場合、その賃料も非常に重荷になる。  
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エリアマネジメントにおいては、地域の課題を共有することが重要。継続的なアンケー

ト調査と課題の共有等により、それぞれの主体が自分たちの果たすべき役割を考えてい

く場として機能する、「まちの事務局」的な機能が大事である。明確な成果をすぐに出

そうとするプロジェクトは、話題になってもしばらくすると活動が低下してしまうこと

もある。住民活動の土壌を持続的に作っていくことは重要であり、そこから生じるもの

については丁寧に追っていくと良い。  
○活動拠点はソーシャルビジネスのきっかけにもなるが、地元の意識に加え、拠点に常駐

する者がコーディネーション的な機能を果たさないと継続的な活動は困難である。その

ため、専門家の支援などの仕組み作りが必要である。  
○今後、各分野において、保育園や介護等の福祉施設といった住宅以外の用途が住宅地の

中に入ってきながら周りを巻き込んでいくようになる。このときに、住民がその運営者

を排他したり、逆にその運営者に依存的にならないよう、自主的に活動するように働き

かけていく必要がある。  
○住民自治が活発で、子育て世帯への支援事業の情報共有や、転入者向けの住民企画のウ

ェルカムパーティーを積極的に行っている地区がある。この地区では、地区計画上の制

約が大きいにもかかわらず、若い世代の流入もあり、小売店の撤退も防げている。こう

いった方法もより評価されるべきではないか。  
○住宅政策の方向性を考えるに当たっては、事業的な視点を持った主体（企業・ＮＰＯ等）

と行政との、役割分担や協働を意識することが必要である。  
○行政の行っているまちづくりプランや助成金など、広報を強化することで、自治会やま

ちの活性化を図ってほしい。また、若い世代を流入させることも、町おこしにとって重

要である。  
 1 
（４）住知識の普及啓発 2 
 3 

持続可能な住宅地・住環境を形成する上で基本となる、質の高い住宅や良好な住環境な4 
どに関するセミナーの開催や小冊子の作成・配布等の情報発信により、地域で暮らす全て5 
の方々が豊かな住生活を実現できるよう、子どもからお年寄りまで幅広い世代を対象とし6 
た住知識の普及啓発が望まれます。  7 

また、まちづくりの活動や先導的な取組などについて、情報の発信・蓄積することによ8 
る、他の地域での取組の促進が期待されます。  9 

 10 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○住民自治が活発で、子育て世帯への支援事業の情報共有や、転入者向けの住民企画のウ

ェルカムパーティーを積極的に行っている地区がある。この地区では、地区計画上の制

約が大きいにもかかわらず、若い世代の流入もあり、小売店の撤退も防げている。こう

いった方法もより評価されるべきではないか。  
○住教育についてもマスタープランへの取り入れを検討してもらいたい。  

 11 
  12 
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第３章 計画の実現に向けて 1 
 2 

多様化する居住ニーズや地域課題にきめ細かく対応するために、行政だけでなく、市民や3 
自治会町内会、民間事業者、ＮＰＯ等など多様な主体が連携しながら、それぞれが施策の担4 
い手として主体的な役割を果たしていく必要があります。  5 

この計画の理念である「みんなで創る、自分らしく暮らせるまちヨコハマ」を実現し、ど6 
こでも誰もが安心して暮らせる住環境を目指すため、多様な主体がそれぞれの役割を果たし、7 
連携・協力して各施策に取り組むことが期待されています。  8 

 9 
【過去の審議会・専門部会でいただいた意見】 

○改定計画のまとめ方として、「こういうことを推進していくために、こういう政策を行

い、それによってこれだけのお金を使って、何件くらいの成果を出す」といった具体的

な説明まで盛り込むと、分かりやすくなる。行政が行うこと、民間の皆さんのお力を借

りてやること、あるいはそれぞれの地域の人たちに少しずつ我慢していただいてやって

いくこと等、うまく整理してまとめてもらいたい。  
○計画に登場する様々な施策につき、どういう主体がどういう風に関わっていくのかとい

うことをもう一度整理すると、全体が見えやすくなって良い。  
 10 
（１）市民に期待される役割 11 
 12 

住宅の所有者や居住者として、住まいを長く大切に使い、ライフスタイルやライフステ13 
ージに応じた改善を行うなど適切な維持管理を行い、また、環境にも配慮した良質な住宅14 
ストックを将来に継承していくことが求められます。  15 

市民一人ひとりが、地域コミュニティを構成する一員であることを自覚し、地域活動に16 
自主的に参加し、住環境の魅力の向上や地域課題の解決に向けて主体的に取り組むことが17 
期待されます。  18 

 19 
（２）自治会町内会に期待される役割 20 
 21 

地域の基礎的な住民組織である自治会町内会は、様々な地域課題を解決する中心的な役22 
割を担うとともに、地域で顔の見える関係を築き、コミュニティの醸成に寄与しています。 23 

地域に密着した組織として、地域ニーズを的確に把握し、地域の成り立ちや特性を踏ま24 
え、地元の人材を発掘し活用して、地域のまちづくりに取り組むことが期待されています。 25 

 26 
（３）民間事業者に期待される役割 27 
 28 

住宅建設業者や不動産業者などの住まいに関する事業者は、安全性や機能性、快適性を29 
備えた住宅を供給し、流通させていくことが求められています。また、住宅供給に際して、30 
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ニーズや地域特性を踏まえ、周辺環境に配慮した、良好な住環境の形成を図る計画とする1 
など、地域のまちづくりを担う一員としての役割も期待されます。  2 

また、介護・福祉事業者は、高齢者や子育て世帯に対して適切なサービスや情報提供を3 
行うとともに、多世代が住み慣れた地域に、安心して暮らし続けられるよう、他の分野の4 
主体や行政とも連携を図りながら、居住に関する支援を行っていくことが期待されます。 5 

 6 
（４）ＮＰＯ・大学等に期待される役割 7 
 8 

市内には、行政や民間事業者では対応しにくい地域ニーズや課題に対応できる担い手と9 
して、まちづくりや不動産、法務、建築、福祉、子育てなど幅広い分野で活躍する、ＮＰ10 
Ｏや専門家がいます。専門性を生かしたアドバイザーとしての役割に加えて、地域ととも11 
に課題を解決していく、コーディネーターとしての役割を果たすことが求められます。  12 

また、ＮＰＯと行政、民間事業者、大学など多様な担い手が協働した取組が盛んに行わ13 
れており、住宅政策に関わる住まいやまちづくり、居住支援などの分野で主体となり、協14 
働と連携の輪を広げながら活動の場を広げていくことも期待されます。  15 

 16 
（５）ＵＲ都市機構・横浜市住宅供給公社に期待される役割 17 
 18 

ＵＲ都市機構及び横浜市住宅供給公社は、市内に多数の賃貸住宅を有しており、公営住19 
宅を補完するものとして、高齢者や子育て世帯等の住宅確保要配慮者に対する住宅セーフ20 
ティネットの役割を担っています。  21 

また、介護、医療、福祉、子育て、生活等の支援やコミュニティの再生等の取組を通し22 
て、地域課題の解決につなげていくことが期待されます。  23 

 24 
（６）横浜市に期待される役割 25 
 26 

市民の暮らしの充実と居住の安定を確保するため、住宅政策についてのビジョンや計画27 
を定め、横浜らしい魅力ある住まいとまちづくりの実現に向けて主導的な役割が求められ28 
ます。  29 

地域の課題に迅速かつ的確に対応するため、国、県、関係機関、関係部局等との連携を30 
強化した、総合的な施策や支援の実施が望まれます。  31 

また、多様化する市民のニーズに対応していくために、分かりやすい情報提供や市場の32 
誘導等の実施とともに、地域の特性を踏まえたきめ細かな施策展開を行い、担い手となる33 
主体の活動やネットワークづくりを支援する仕組みや体制を整えることが求められます。 34 


